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研究開発計画の概要 

 

1. 意義・目標等 

「パリ協定」を実現するためには、現状の削減努力の延長上だけでは間に合わず、これまでの削減技術とは

非連続的な技術も含めて、世界全体での排出量の抜本的な削減を実現するイノベーションを創出することが不

可欠であるとされている。 

このような状況の中で、我が国が強みを有するエネルギー・環境分野において革新的なイノベーションを創

出し、社会実装可能なコストを実現、これを世界に広めていくために、「革新的環境イノベーション戦略」が 2020

年 1 月に策定され、デジタル技術を用いた強靱な電力ネットワークの構築に関して、高効率・低コストなパワー

エレクトロニクス技術等の開発などが盛り込まれた。 

2020 年 10 月には、菅総理の所信表明において、我が国は 2050 年までにカーボンニュートラルを目指すこと

を宣言。また「革新的環境イノベーション戦略」に掲げる技術の研究開発を加速するために、「2050 年カーボン

ニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が 2020 年 12 月に策定された。グリーン成長戦略を支えるのは、強靭な

デジタルインフラであり、半導体・情報通信産業を成長分野として育成していく必要があるとした。さらには、

2021 年3 月に策定された「科学技術・イノベーション基本計画」では、デジタル化の推進やカーボンニュートラル

実現など循環経済への移行を目指すことが盛り込まれるなど、エネルギー・環境分野におけるイノベーションの

創出への期待はますます高まりを見せている。また、2021 年10 月には、2050 年カーボンニュートラル（2020 年

10 月表明）、2030 年度の 46％削減、更に 50％の高みを目指して挑戦を続ける新たな削減目標（2021 年4 月表

明）の実現に向けて、5 年ぶりに地球温暖化対策計画が改訂され、基盤的施策として地球温暖化対策技術開発

と社会実装が取り上げられており、再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた技術の加速度的普及や革新

的イノベーションを強力に推進するとされている。 

エネルギー・環境分野でイノベーションを創出するためには、温室効果ガスの大きな排出削減に寄与する有

望技術を強力に開発・導入していくことに加え、それら個別技術の確立・実用化と合わせて、個々の技術をネッ

トワーク化し、エネルギーシステム全体として最適化を図ること、すなわち、Society 5.0 における、エネルギーと

情報が融合する社会（IoE 社会）のエネルギーシステムをデザインすることが求められる。  

本課題では、Society 5.0 の IoE 社会の基盤技術システムをさらにシステム化することにより相乗効果を最大

化することが極めて重要であると考えており、まさに IoE 社会実現のための”System of Systems”を着実に実践

し、社会実装することを目指す。 

 

2. 研究内容 

本事業では、Society5.0 時代のエネルギーシステムである IoE を実現するために、再生可能エネルギーが主

力エネルギー源となる社会のエネルギーシステムの設計について検討し、その実現に必要となる共通基盤技

術の開発、および顕在化している社会実装が必要な研究開発に取り組む。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

エネルギーマネジメント技術に関しては、これまで国が先導し、ホームエネルギー管理システム(HEMS)、

ビルエネルギー管理システム（BEMS)、スマートコミュニティ(環境配慮型都市)事業、 仮想発電所（VPP）事業

等、点から面までの各事業（実証事業が中心）が行われてきているところであり、運輸部門の電動化、自動運

転が進み、交通部門とエネルギー部門のセクターカップリングが大きなテーマになりつつある。当課題に関し

ては研究会を中心に、そのエネルギー利用効率化や非エネルギー便益の評価を試みるとともに、エネルギ

ーマネジメントを効果的に行うためのボトルネック課題を特定し、下記テーマ(B)、(C)の新技術実装により高性
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能のパワーエレクトロニクス機器普及による再生可能エネルギーの一層の利用促進効果等を明らかにする。

また、エネルギーシステムのサイバー層に注目し、環境エネルギー分野のデータ基盤を考慮した分野間デ

ータ連携を取り込むアーキテクチャを含むエネルギーシステム設計手法およびガイドラインを提案する。 

また、再生可能エネルギーが主力エネルギー源となる社会のエネルギーシステムの設計においては、エ

ネルギー消費の地域特性、再エネの導入可能性に係る地域特性に応じ、また、広域連携（クロスボーダー）、

エネルギー需要部門間の連携（クロスセクター）を考慮した地域エネルギーシステムの構築が重要であり、そ

のデザインを可能とするデータの収集・整備及びデザインのためのガイドラインの策定を、デザイン実証を含

め実施する。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

再生可能エネルギーを組み合わせたエネルギーシステムを構築する共通基盤技術として、エネルギー変

換に不可欠なユニバーサルパワーモジュール（USPM）、それを可能とする酸化ガリウムパワーデバイスと電

力伝送の多様化に応えるエネルギー伝送システム、それを可能とする窒化ガリウム（GaN）パワーデバイス

に関する基盤技術開発を行う。 

(1) 再生可能エネルギー等の不規則な変動電源にも常に高効率の対応が可能で、最新パワー半導体スイッ

チング素子の優れた特性を極限まで発揮でき、低コストで高い機能性、汎用性に富む USPM の開発のた

め、①ワイドバンドギャップ(WBG)系半導体向け高速デジタルコントローラの開発、②高パワー密度、高温

動作可能で①のデジタルコントローラに対応可能なパワーモジュールの開発、③WBG 系半導体スイッチ

ング素子として、炭化ケイ素(SiC)並みの低損失をシリコン(Si)程度のコストで実現する酸化ガリウムパワ

ーMOSFET (電界効果トランジスタの一種)の開発を実施する。 

(2) 再生可能エネルギーを中心とするエネルギーシステムの電力ネットワークにおいて、多様な電源供給の

要望に応え、かつ柔軟なエネルギーマネージメントの実現に寄与する電力伝送技術として、ワイヤレス電

力伝送（WPT）システムの基盤技術を開発する。特に機器の小型・軽量化を可能とする高周波、すなわち

MHz 帯からマイクロ波帯の周波数を用いるワイヤレス電力伝送システムの実用化に必要な GaN パワー

デバイスおよび回路システムについて要素技術の研究開発を行い、その機能実証を行う。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

テーマ(A)との連携により、IoE 社会におけるエネルギーマネージメントシステム(EMS)に対する WPT シス

テムによる便益について、①強靭化、②利便性・経済性、③脱炭素・省エネの観点での評価・定量化を行う。

この結果により、EMS における WPT システムのポジションや有効性を明確化し、遠距離・高効率・大電力で

安全なワイヤレス電力伝送を用いたエネルギーマネジメントの実現に向けて、WPT システムの送信側・受信

側の高効率化、高度伝送制御技術の開発等を実施する。特に、①屋内での給電（センサーや情報機器等）、

②ドローンへの給電（インフラ維持・管理））で実証を行う。デバイスなど基盤要素技術の研究開発から WPT

システム技術としての研究開発、安全性確保、標準化に向けた取組など実用化技術の研究開発から社会実

装まで一貫した取組を実施する。特に、府省連携が必要な制度整備・標準化については、制度整備・標準化

WG においてテーマ間の横連携による取組を実施する。 

なお、WPT システムの社会実装に向け、デバイスなど基盤要素技術の研究開発についてはテーマ(B)と連

携する。 
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3. 実施体制 

柏木 孝夫プログラムディレクター（以下、「PD」という。）は、研究開発計画の策定や推進を担う。PD が議長、

内閣府が事務局を務め、関係府省庁や専門家で構成する推進委員会が総合調整を行う。国立研究開発法人科

学技術振興機構（以下、「JST」という。）が交付金を活用した公募により選定した実施機関により研究開発を推

進するとともに、JST のマネジメントにより、各課題の進捗を管理する。エネルギーマネジメントについてはサ

ブ・プログラムディレクター（以下、「サブ PD」という。）およびイノベーション戦略コーディネーター（以下、「戦略

C」という。）を中心とした研究会、それ以外の各課題については、サブ PD を中心とした分科会を JST 内に設置

し、研究開発を効果的に推進する。 

 

4. 知財管理 

知財委員会を JST に置き、発明者や産業化を進める者のインセンティブを確保し、かつ、国民の利益の増大

を図るべく、適切な知財管理を行う。 

 

5. 評価 

ガバニングボードによる毎年度末の評価の前に、PD 等による自己点検および専門家による専門的・客観的

ピアレビューを実施し、自律的にも研究計画の改善に務める。 

 

6. 出口戦略 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

各種エネルギー変換・貯蔵・輸送技術を含むエネルギーネットワークと交通マネジメントの部門統合（セクタ

ーカップリング）を含む IoE 社会のエネルギーシステムのデザインに取り組む。 

産業部門、運輸部門（交通を含む）、民生部門のエネルギー消費の地域特性、再エネの導入可能性に係る

地域特性に応じた社会実装可能な地域エネルギーシステムのデザイン／実証を行う。また、SIP 終了後も社

会実装を進めるための体制構築に向けて、複数の自治体との連携や研究成果の活用事例を蓄積する。 

また、統合したシステムアーキテクチャの国際展開を図る。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

テーマ（A）の要求事項に対し、産学官の連携で、社会実装の出口を見据えて、民間事業者と大学が連携し

てコンソーシアム型の研究開発体制を構築し、事業終了後には、当該コンソーシアムを核とした大学発ベン

チャー企業での基幹パワーデバイスの実用化や、参画ベンチャー企業や大手民間事業者を中心とした再生

可能エネルギー、産業機械や電気自動車（EV）、小型モビリティ、ドローン、家電製品等の分野での迅速な実

用化につなげる。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

SIP 事業期間内に、IoE 社会における EMS への便益を明確化した上で、人体などの存在する環境における

高安全・高効率の屋内無線給電技術、ドローンへの無線給電技術など、実証試験を実施し、社会実装に必要

な枠組みやプロセスを明確化することにより、早期の実用化・社会実装につなげる。また、無線給電技術の

利用可能性や効果については、他課題（例えば、国家レジリエンス（防災・減災）の強化）で検討している防

災・減災に向けたシステムについてヒアリングを行い、WPT システムの利用の可能性やその効果について検

討する。その中で、本課題（IoE 社会のエネルギーシステム）側の成果を直接的に生かせるもの、将来的な
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WPT システムとしての利用効果があるもの等について分類する。また、本課題の成果を直接生かせそうな国

家レジリエンス課題側のシステム・利用形態に対しては、社会実装のシナリオに追加等を検討する。 

SIP 終了後には参画した企業を中心に事業化するとともに、研究開発成果に基づき、産学官が参画するコ

ンソーシアムや自治体等と連携しつつ、技術規格の策定や国際標準化に向けた取組を実施する。また、屋内

無線給電技術に関しては、参画企業が主体となって協議会を設立し、SIP 終了後の研究成果の社会実装に向

けて、他の無線システムとの運用調整や WPT の普及促進を進める体制を構築する。 
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1. 意義・目標等 

 

(1) 背景・国内外の状況 

2015年末に開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）では、地球温暖化問題の主要

因である人為的な温室効果ガス排出の大幅な削減を目指し、2020 年以降の新たな国際枠組みである「パリ

協定」が採択された。同協定では、世界共通の長期目標として世界全体の平均気温の上昇を工業化以前より

も２℃高い水準を十分に下回るものに抑えること(「２℃目標」)、加えて同気温上昇を 1.5℃高い水準までのも

のに制限する努力を追求すること、世界全体の温室効果ガスの排出量が出来る限り速やかにピークに達す

ること、今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡達

成への取組が言及されている。 

「パリ協定」を実現するためには、現状の削減努力の延長上だけでは間に合わず、これまでの削減技術と

は非連続的な技術も含めて、世界全体での排出量の抜本的な削減を実現するイノベーションを創出すること

が不可欠であるとされている。 

このような状況の中で、我が国が強みを有するエネルギー・環境分野において革新的なイノベーションを

創出し、社会実装可能なコストを実現、これを世界に広めていくために、「革新的環境イノベーション戦略」が

2020 年 1 月に策定され、デジタル技術を用いた強靱な電力ネットワークの構築に関して、高効率・低コストな

パワーエレクトロニクス技術等の開発などが盛り込まれた。 

2020 年 10 月には、菅総理の所信表明において、我が国は 2050 年までにカーボンニュートラルを目指すこと

を宣言。また「革新的環境イノベーション戦略」に掲げる技術の研究開発を加速するために、「2050 年カーボ

ンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が 2020 年 12 月に策定された。グリーン成長戦略を支えるのは、強

靭なデジタルインフラであり、半導体・情報通信産業を成長分野として育成していく必要があるとした。さらに

は、2021 年 3 月に策定された「科学技術・イノベーション基本計画」では、デジタル化の推進やカーボンニュ

ートラル実現など循環経済への移行を目指すことが盛り込まれるなど、エネルギー・環境分野におけるイノベ

ーションの創出への期待はますます高まりを見せている。また、2021 年 10 月には、2050 年カーボンニュート

ラル（2020 年10 月表明）、2030 年度の 46％削減、更に 50％の高みを目指して挑戦を続ける新たな削減目標

（2021 年 4 月表明）の実現に向けて、5 年ぶりに地球温暖化対策計画が改訂され、基盤的施策として地球温

暖化対策技術開発と社会実装が取り上げられており、再生可能エネルギーの最大限の導入に向けた技術の

加速度的普及や革新的イノベーションを強力に推進するとされている。 

エネルギー・環境分野でイノベーションを創出するためには、温室効果ガスの大きな排出削減に寄与する

有望技術を強力に開発・導入していくことに加え、それら個別技術の確立・実用化と合わせて、個々の技術

（機器・設備等）をネットワーク化し、エネルギーシステム全体として最適化を図ること、すなわち、Society 5.0

における、エネルギーと情報が融合する社会（IoE 社会）のエネルギーシステムをデザインすることが求めら

れる。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

社会・産業の構造変革の大きな潮流として、平成 28 年１月に閣議決定された「第 5 期科学技術基本計画」

でも示された通り、近い将来、モノのインターネット(IoT）、人工知能（AI）、ビッグデータ解析技術、情報通信

技術（ICT）等の急速な発展とその社会実装が進展する。個別の製品や技術、更には複数の異なるシステ

ム同士が容易に連携協調できるようになり、そこで作り出される様々なバリューチェーンを通じて、社会に

対して新たな付加価値が提供され、人々に豊かさをもたらす「Society 5.0」（超スマート社会）の実現に繋が

るものと期待されている。 
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エネルギー・環境分野においても、有望な温室効果ガス排出削減技術を、その意義、効果の大きさを踏

まえつつ開発・導入していくことが重要である。さらに、それら個別技術の社会実装と合わせて、IoT により

あらゆるエネルギー機器や電源の状態監視やリアルタイム制御が可能になるため、エネルギー関連の機

器や設備をネットワーク化し、エネルギーシステムとして統括的に捉え、システム全体として最適化を図る

取組が求められる。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

エネルギーと情報が融合する社会（IoE 社会）の総合的なエネルギーマネージメントにおいて、再生可能

エネルギー電源を中心とする電力システムでは、 発電および蓄電技術に加え、地域的、時間的な需給変

動に柔軟に対応する電力の変換/制御技術と電力伝送技術が必要となる。テーマ（B）「IoE 共通基盤技術」

では、テーマ（A）で検討される再生可能エネルギーを中心とするエネルギーシステムおよびエネルギーマ

ネージメントに必要となる基盤技術として、（１）「電力変換/制御技術」と（２）「電力伝送技術」の開発を行う。 

 

(1) 電力変換/制御技術の中核を担っているパワーモジュールは、現状、アプリケーション毎のカスタム品

が多く、今後予想されるアプリケーションの爆発的増加に対し開発者不足・開発効率の悪化が予想され

る。また、アナログ制御に対応しているため不規則な電源変動などに対応した瞬時フィードバック、予測、

パワーエレクトロニクスネットワーク間での通信には不向きである。これらの欠点をブレークスルーす

るために、超高速デジタル制御とコアパッケージおよび安価が期待される酸化ガリウムパワーデバイ

スを自在に組み合わせることでユニバーサル性とスマート性を両立させ、IoE社会でのエネルギー変換

のイノベーションを創出し、当該パワーエレクトロニクス製品の開発効率の向上にも寄与するユニバー

サルでスマートなパワーモジュールの開発が期待されている。 

現状、パワーモジュールの要素技術については我が国の水準は世界最先端レベルであるが、諸外国

でも汎用性があるパワーモジュール、最適駆動制御の研究開発や製品化に向けた取組が進められて

おり、我が国としても取組を進めなければ、諸外国に先を越されてしまうおそれがある。 

 

(2) 総合的なエネルギーマネージメントが行われる IoE 社会の電力伝送技術として、様々な分野の多様な

機器に対する電力の自動供給や、空間的・時間的に分散する電気エネルギー源をエネルギーシステ

ムに取り込む技術が必要となる。ワイヤレス電力伝送技術は柔軟な接続性と制御性を持ち、これら要

求を満たす技術として期待されている。この技術はすでに一部の携帯機器への充電や停車中 EV の給

電技術として実用化がなされているものの、異なる利用環境や用途への展開が求められている。例え

ば、Society5.0 の社会で活用が期待されるドローンや小型のモビリティ車両に適用することにより、その

利便性向上や時間的効率が高まる点で社会的貢献度が高い。一方、この技術の適用分野を広げるた

めには、ワイヤレス電力伝送システムの小型・軽量化と伝送可能な電力の大容量化が望まれる。この

ことから高周波動作が可能な GaN パワーデバイスを適用した MHz 帯およびマイクロ波帯を用いるワイ

ヤレス電力伝送技術の開発が期待されている。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

「Society 5.0」（超スマート社会）での要求として、「あらゆるものに効率的・効果的に電力供給を行う E2E 

(Energy to Everything)が実現できること」、「二酸化炭素排出が削減できること」、「電力・社会インフラが強

靭化、ライフラインが安定化できること」などがあげられる。これらの要求に対して、WPT により解決される

ことが多い。例えば、Society 5.0 社会に利用される自動運転、ロボット、ドローン、IoT センサなど全てのモ
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ノ（Everything）へエネルギー供給を行うことにより、充電・給電を意識しない社会が実現でき、WPT によるイ

ノベーションも創出できる。また、5G(第 5 世代移動通信システム)情報＆電力を統合したワイヤレスネット

ワークを構築することにより、最先端の電力制御・安全利用のためのマネージメントシステムを実現できる。

将来のエネルギーシステムにおける省エネ・脱炭素化の観点では、例えば、EV の普及が進むと、EV 蓄電

池活用による再エネ増加による系統電力安定化への活用や災害時の非常用電源としての利用が期待でき

る。また、電力や温湿度、熱、照度などをセンシングする IoT センサにワイヤレス給電を利用することによ

り、電源のないところにも柔軟かつ自由にセンサを配置でき、エネルギーシステムの効率的運用やきめ細

かなマネージメントが可能になり、その結果として省エネ・脱炭素効果が期待できる。この他、ドローンへの

ワイヤレス給電の実現により、インフラの保全革新による社会コストの抑制が可能になり、災害時物資救

援等への活用による迅速な対応と安心な社会の実現にも貢献できる。以上から、WPT システムの社会実

装に対する期待は大きい。 

現状、WPT システムの要素技術については我が国の水準は世界最先端レベルであるが、諸外国でも

WPT システムの研究開発や製品化に向けた取組が進められており、我が国としても取組を進めなければ、

諸外国に先を越されてしまうおそれがある。特に、安全性確保など社会実装に必要な課題を早期に解決す

ることにより世界市場的な視点での我が国の優位性を確保することが可能となるため、基盤要素技術から

システム技術、実用化技術まで一貫した研究開発を実施し、社会実装につなげることに意義がある。 

 

(2) 意義・政策的な重要性 

エネルギー・環境分野でイノベーションを創出するためには、温室効果ガスの大きな排出削減に寄与する

有望技術をその脱炭素化に及ぼす効果の大きさを把握しつつ強力に開発・導入していくことに加え、それら

個別技術の確立・実用化と合わせて、個々の技術（機器・設備等）をネットワーク化し、エネルギーシステム全

体として最適化を図ること、すなわち、Society 5.0 における、エネルギーと情報が融合する IoE(Internet of 

Energy)社会のエネルギーシステムをデザインすることが求められる。  

また、これからの社会に求められる要件として、スマート化（Smart）、デジタル化（Digital）、強靭化

（Resilience）が挙げられ、IoE 社会では SDR に富んだ社会の実現が望まれる。 

ここでの IoE 社会とは、エネルギー情報もインターネットにより結合され、情報交換することにより相互にエ

ネルギーの需給が管理される社会である。電気、熱、化学エネルギー等を含めた様々なシステムの集合体

であり、総合的なエネルギーマネジメントを実現するために、グランドデザインの策定が望まれている。 

本課題では、Society 5.0 の IoE 社会の基盤技術システムをさらにシステム化することにより相乗効果を最

大化することが極めて重要であると考えており、まさに IoE 社会実現のための”System of Systems”を着実に

実践し、社会実装することを目指す。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

エネルギーマネジメント技術に関しては、これまで国を中心として、ホームエネルギー管理システム

(HEMS)、ビルエネルギー管理システム（BEMS)、スマートコミュニティ(環境配慮型都市)事業、 仮想発電所

（VPP）事業等、点から面までの各事業（実証事業が中心）が行われている。今後は電力マネジメントのみ

ならず、熱・化学反応（水電解等によるグリーン水素製造を含む）、ヒートポンプなどのエネルギー転換技術

もより重要になってくると想定される。当課題に関しては、研究会を中心に、エネルギーマネジメントを効果

的に行うためのボトルネック課題を特定するとともに、下記テーマ(B)、(C) のエネルギー利用最適化に資

するエネルギーシステムのグランドデザインを取りまとめて公表する。その際には、テーマ(B)、(C)の技術
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を活用することでどの程度カーボンニュートラルを達成可能か、あるいは前倒しできるのかの見通しを、再

エネ導入量やコスト等の定量的な評価に基づくロードマップによって提示する。 

また、Society5.0 を具現化するための IoE 社会のエネルギーシステムのデザインは、地域の産業構造、

エネルギー需給構造や再エネの導入可能性に係る地域特性に即して行うことが必要である。このため、地

方自治体や地域エネルギーシステムの運営主体が、デザインにあたって利用可能な IoE 社会の地域エネ

ルギーシステム構築のためのガイドラインやモデル等のデザインに資する情報やツール等を整備するこ

とは重要な課題である。。 

更に、新型パワーエレクトロニクス技術を活用したスマートインバータの適用により、分散型資源から大

規模洋上風力まで多様なスケールの再生可能エネルギー電源や蓄電システムの高度制御を可能にする

再生可能エネルギー中心のエネルギーシステム構築につなげる。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

エネルギーと情報が融合する社会（IoE 社会）の総合的なエネルギーマネージメントにおいて、再生可能

エネルギー電源を中心とする電力システムでは、電源・変換器の種類、数が急増し、それに対応する開発

者・設計者などの不足、開発費、開発期間の増加、種類が増えることによるコストの増大が予想される。 

USPM は日本の高性能酸化ガリウムパワーデバイスを適用したユニットモジュールを超高速デジタル技

術により組み合わせることによって、フルカスタム化による上記の弊害を解消し、アプリケーション技術者

の開発・設計の簡素化を図る。また、超高速デジタル技術を駆使することによりエネルギーネットワーク上、

すなわちサイバー空間上での連携が容易となり、IoE 社会でのスマート化の構成要素の役割も担う。 

そこで、今後は、以下の性能を持つ USPM の開発を行う必要がある。 

① WBG 系半導体向け高速デジタルコントローラの開発 

   （パワーモジュール部分のみの最適設計・開発に頼ることなく瞬時デジタル駆動制御技術により

WBG デバイスの動作状態や不安定な入力電源状態などを常に監視し、瞬時にフィードバックコントロ

ールすることで WBG デバイスの持つ優れた性能を極限まで活用） 

② 高パワー密度、高温動作可能で①のデジタルコントローラに対応可能なパワーモジュールの開発 

   （パワーエレクトロニクス応用装置自体の高効率化、高機能化、汎用化、設計コストの大幅削減） 

③ WBG 系半導体スイッチング素子として、炭化ケイ素（SiC）並みの低損失をシリコン（Si）程度のコスト

で実現する酸化ガリウム MOSFET（電界効果トランジスタの一種）の開発 

USPM のような技術は、諸外国でも研究開発が進められているが、未確立である。世界に先駆けた革新

的な USPM を開発し有効性を実証することにより、世界市場の獲得が期待できる。さらに、モジュール結合

時に課題となる、温度バランス変化等の不安定要因に対するモジュール間特性のばらつき補償をリアルタ

イムのオートチューニング（自動制御）等による制御で解決することで、サーバインフラ、産業機械、自動車

等の電力効率及び長期信頼性を更に高め、我が国産業基盤の強化に寄与する。 

USPM 技術が求められている現場の代表例は、大きく以下４つに分類される。 

① 再生可能エネルギーの電力変換装置 

電源の不安定さや異なる電力容量に対し、USPM により対応可能（個別条件ごとの設計対応を軽減）。 

② 電気自動車 

標準化された安価な USPM により、開発リードタイムの短縮、システム全体の低価格化が可能。 

③ 次世代サーバー用電源 

小型化及び低損失化に伴う効率向上、冷却システムの簡略化及び個別条件ごとの設計対応を軽減。 

④ 次世代産業用インバータ 
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産業用ロボットや環境用ロボット等の増加による電力不足や、工場での集中的な稼働から危険な作業

場所での稼働といった分散化した電源の不安定さへの対応が可能で、他の電源へのノイズ等の影響

の軽減が可能。 

 

        
図 1‐1 USPM における新 WBG チップ＋高速デジタル制御＋ユニットモジュールの組み合わせ例 

 

一方、Sosiety5.0 社会においてはスマートフォンに代表される小型モバイル機器の一般化に続き、産業

機器の自動化とスマート化、交通インフラであるモビリティ車両の EV 化および自動化技術の進展が期待さ

れている。機器の自動化やスマート化は産業機器やモビリティ車両にとどまらず、IoT 社会のあらゆるセン

サ、あるいは身の回りの機器に共通するニーズであり、その電源においても自動で充電されるなど利便性

の高い電源環境が望まれている。この電源環境は IoE 社会の総合的なエネルギーシステムの一つの領域

を構成するものであり、高効率かつ小型のパワーエレクトロニクスデバイスおよびそれを使用したパワー

エレクトロ二クスシステムが必要となる。 

これに対し GaN は、パワーエレクトロニクスシステムの小型化を実現する高速性を有し、送配電ネットワ

ークから需要サイドの小型モバイル機器の充電環境にいたる幅広い分野において、エネルギー伝送の最

適化や利便性を高める可能性がある。このことから GaN によるパワーデバイスと電力伝送システムの基

盤技術は、本課題で検討されるエネルギー利用最適化のためのエネルギーシステムを構築するうえで重

要な技術である。特に、需要サイドでは、MHz 帯からマイクロ波帯を用いたワイヤレス電力伝送技術として、

IoT 社会のセンサや小型モバイル機器での電池切れを防止する自動給電、産業機器の自動化、さらに

種々の社会インフラ維持コスト抑制につながるドローンによるインフラ点検の自動化・効率化など、多様な

電力供給のニーズに応える技術として着実な社会実装が期待される。また、送配電ネットワークに関係す

る分野では、広く分布する分散電源である再生可能エネルギーシステムと系統を接続するパワーコントロ

ールシステムや、電力の需給バランスを平準化するために EV 用車両の搭載電池を系統に連系する際の

パワーコントロールシステムなど、エネルギーセクターと交通セクターをつなぐ電力変換システムでの社会

実装が期待される。いずれも今後の日本あるいは世界で顕在化する社会課題の解決に寄与する可能性

がある重要な技術分野である。 
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テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

IoE 社会におけるエネルギーマネージメントシステム(EMS)に対し、WPT システムは①強靭化（センサー

への屋内給電による安全・安心なセンサネットワークの実現、ドローン活用による災害時等のインフラ点

検・早期復旧、社会インフラ・電力網の巡視・点検・監視など）、②利便性・経済性（センサーへの屋内給電

による工場での IoT 化促進、WPT センサによる生体センシングや位置把握・管理、見守り、ドローンによる

物流革命の推進、ドローン活用による過疎地などへの社会貢献、農業用ドローンの活用など）、③脱炭素・

省エネ（WPT センサ利用による産業負荷低減（メンテフリー）、WPT センサーネットワークによる電力見える

化（HEMS、BEMS、FEMS 利用）、ドローン輸送の拡大と電力負荷制御（宅配ドローン、ドローンタクシーな

ど）、ドローンによるメンテナンス等の産業負荷低減など）の観点での効果が期待できる。そこで、WPT シス

テムが有効かつ求められる現場（屋内（センサー・情報機器等）、ドローン（インフラ維持・管理））において、

社会実装を早期に進めることにより、Society5.0 における IoE 社会の実現を目指す。そのために、産学官が

連携のうえで、WPT システム技術の研究開発・実証を行い、実用化を進めることが必要である。 

WPT システムは、送電電力の高周波変換回路、ワイヤレス伝送部、受電電力の給電用変換回路からな

り、それぞれの周波数帯域・方式で各部分の技術開発が必要である。本研究テーマでは、各現場での給電

に適した方式の技術の研究開発を行い、遠距離・高効率・大電力で安全な WPT システムを確立する。 

また、開発した WPT システム技術を求めている現場（屋内（センサー・情報機器等）、ドローン（インフラ

維持・管理））への適用を見据えた実証を行い、その結果を研究開発にフィードバックすることで、同技術の

確立につなげ、並行して、関連する制度整備に関する課題に取組み、国際標準化にも積極的に参画してい

く。 

WPT システム技術が求められている現場の代表例としては以下の 2 つが考えられる。 

① 屋内（センサー・情報機器等） 

・ Society 5.0 の実現に向けて、多様なニーズに応えるため、より自由度が高いセンサー・情報機器等の

開発が必要。 

・ ケーブルの制約を受けずにどこにでも設置できるため、センサー・情報機器等の自由度が向上し、利

便性・生産性の向上に貢献。 

・ また、人や他の無線システムが存在する環境においても、高度な人体及び無線システム検知技術と

高度なビーム制御技術により安心して安全に電力伝送を行うことが可能になるとともに、実効的に、高

い時間効率での電力伝送を行うことが可能となり、センサーや情報機器などに対する更なる利便性の

向上やそれらを活用することによる更なる生産性向上に貢献。 

② ドローン（インフラ維持・管理） 

・ 世の中の高齢化等により、建設業は今後 10 年間、技能労働者約 340 万人のうち、約 1/3 の離職が予

想されており、人口減少も相まって、労働力不足の懸念が大きい。 

・ 工場や橋梁の点検は人力に頼る部分が多く、そもそも容易に近づけない場所での点検が難しいとい

う問題もある。 

⇒短時間かつ簡易な充電によりすぐに飛行できるドローンを活用し、橋梁や工場、電力系統等の長時間

連続の点検・監視に活用。社会インフラメンテナンス技術の根本的革新、メンテナンスに係る労力の大

幅削減等に貢献。 
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図 1-2 屋内（センサー・情報機器等）用 WPT システムの利用シーン 

 



 

 

12 

 

   

図 1-3 ドローン（インフラ維持・管理）用 WPT システムの利用シーン 

 

(3) 目標・狙い 

下記研究開発項目について、技術課題を克服することにより、IoE 社会のエネルギーシステムの実現を目

指す。 

 

   ① Society 5.0 の実現に向けて 

上記1．(2)意義・政策的な重要性に記載の通り、本課題では、エネルギーと情報が融合することによる社

会（IoE 社会）を最適にデザインし、それを実現するための要素技術の研究開発に取り組む。これにより再

生可能エネルギーの大量導入に対応可能となり、また、電力消費ニーズが多様化していく Society 5.0 の実

現に貢献する。 

 

② 社会面の目標 

・ IoE 社会のエネルギーシステムを具体的な構想にして示す。 

・ USPM の特徴である基本ユニットの組合せで数百ものパワーモジュールに対応可能であることを示す。 

・ 社会実装の前に WPT の人体への影響・安全性を説明する策を講じる。 

 

③ 産業的目標 

・ IoE 社会のエネルギーシステムとはエネルギーのＯＳまたはデータプラットフォームの様なものである。

エネルギー（電力、熱、化学物質等）利用の最適化の観点から、社会実装に向けて効率的なエネルギー

システムの姿を打ち出し、各産業の本分野に係る研究開発や社会実装の推進に貢献する。 

・ 高パワー密度、高温駆動可能なパワーモジュールと高速デジタル駆動制御技術及び低コストで高い性

能の MOSFET を統合化することで、低コストで汎用性のあるパワーエレクトロニクス応用装置の創出に

寄与する。また、モジュール間特性のばらつき補償をリアルタイムでオートチューニング（自動制御）等

による制御で解決することで、サーバインフラ、産業機械、自動車等の電力効率と長期信頼性を更に高

め、我が国産業基盤の強化に貢献する。 

・ WPT システムを無人化工場のロボットやセンサー、ドローン等に実装することで、建設、ものづくり、物流

等の現場の生産性の抜本的向上に貢献する。 
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④ 技術的目標 

・ IoE 社会のエネルギーシステムについてのアーキテクチャーをデザインする。 

・ 低コストで高い機能性に富む高耐圧な USPM に必要な要素技術と統合設計技術を確立する。 

・ SiC 並みに低損失で Si 程度の低コストな酸化ガリウムパワーMOSFET を製品化する。 

・ SiC の利用が難しい MHz 帯以上での高周波駆動が可能な縦型 GaN パワーデバイスを製品化する。 

・ WPT 技術の規格策定および国際標準化。 

・ 実証システム下におけるセンサネットワークおよびモバイル機器への WPT システムを確立する。 

・ WPT システムを搭載したドローンへの遠隔 WPT システムを確立する。 

 

⑤ 制度面等での目標 

・ 研究開発成果に基づき、産学官が参画するコンソーシアムや自治体等と連携しつつ、技術規格の策定

や国際標準化に向けた取組を実施する。また、国際電気通信連合 無線通信部門（ITU-R）やアジア・太

平洋電気通信共同体・無線グループ（AWG）などで国際制度化、国際協調に向けた取り組みを実施する。 

・ 「制度整備・標準化対応 WG」を立ち上げ、以下の取り組みを実施する。 

 法規制に係る関係府省庁との協議、課題抽出を行った上で、制度整備のシナリオ・実施体制づくり

を行う。 

 標準化の場の明確化とその実施計画・体制づくりを行う。 

 社会実装に係る関係団体・組織との協議、課題抽出を行った上で、社会実装の方法の検討などに

ついて取り組みを実施する。 

 

⑥ グローバルベンチマーク 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

電源構成は今までの集中型電源に加え、PV（太陽光発電）など変動型再生可能エネルギーを中心と

した分散型資源が急速に増加しつつあり、同時にエネルギーのデジタリゼーションも急速に進展してい

る。（国際エネルギー機関（IEA）の「Digitalization & Energy」によると、2040 年までに 10 億世帯と 110 億の

スマート家電品が相互接続された電力システムに乗り入れ、電力消費行動を変えられるようになり、デ

マンドレスポンスによりエネルギーをマネジメントすると、185GW の調整力を提供し、電力インフラ投資

2700 億米ドルの節約につながると見られている。） 欧州で交通部門とのセクターカップリングは志向さ

れているが、その効果の把握や実用化に向けた取り組みは行われていない。一方、我が国では、これ

まで、電力を中心としたエネルギーマネジメントシステムの要素技術開発に取り組んできているものの、

IoT を活用し、交通部門と連携したエネルギーシステムの構築に向けた取り組みはなされていない。 

こうした状況を踏まえ、再生可能エネルギーと電動車両を中心とする新しいエネルギーシステムの最

適化、および熱キャリアとも連携して分散型（変動型）電源を利活用するエネルギーシステム構築の観点

から、社会実装可能な経済合理的なエネルギーシステムの姿を打ち出すことを目指す。 

連邦制や歴史的に地域コミュニティーを中心をして発展してきた欧米の都市・集落の一部においては、

地域の産業構造やエネルギー需給構造にマッチした地域エネルギーシステムの構築が図られていると

ころがあり、それらの状況については研究の参考とすることを考えているが、IoT 技術を活用した地域エ

ネルギーシステムの構築は、まだどの国においても試行段階であり、IoT 技術をフルに活用した日本の

地域特性にマッチしたエネルギーマネジメントシステムの構築のための基盤を整備することは、日本とし

て、また、日本と同様の環境にある国々にとって重要な試みである。 
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テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

USPM の研究開発は諸外国でも活発に進められており、技術確立に向け、研究開発が加速する見込

みである。技術的な根拠を考慮したグローバルベンチマーク調査によって、我が国における要素技術の

優位性だけでなく弱点についても確認し競争力強化につなげるべく、世界に先駆けたUSPMの有効性の

実証・技術確立による技術規格の策定や国際標準化の先導を目指す。 

MHz 帯を用いたパワーエレクトロニクス技術およびワイヤレス電力伝送技術は、システムの小型化に

つながるものであり、電力伝送機器の小型・軽量化が望まれる EV 車両への超高効率・急速給電、ドロ

ーンへの急速充電等において期待される技術である。この技術の実用化には、MHz 以上の高速スイッ

チング可能なゲート駆動回路や同期整流技術が必要となるが、kW クラスの電力伝送をターゲットとした

これら大容量かつ高速制御性を要する技術開発は前例がない。また、マイクロ波による放射型ワイヤレ

ス電力伝送技術に関する検討は古くからなされているものの、大容量化に対する難易度が高く、限定的

な応用に対して研究されているにすぎない。そのため大電力用途に最適化した実用的な整流素子やア

ンテナを含めた受電回路の開発は例が無い。本研究開発では、IoE 社会の新しいエネルギー伝送技術

としてMHz帯からマイクロ波帯を利用する電力伝送システムを実用化するため、他に先がけてその基盤

技術確立し国際競争力の確保を目指す。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

センサーや情報機器用の屋内給電に関しては、米国などでデモレベルでの実証試験は行われており、

一部実用化も進められているものの、諸外国のシステムは、人体や他の無線システムの存在する環境

では限定的な利用しか行えず、十分な電力供給は行えていない。これに対して、本研究では、人体や他

の無線システムの存在する環境において安全かつ安心して高い時間効率で利用できるシステムの実現

に向けた研究開発を行う。また、いまだに構築されていない、WPT システムとしての標準化についても

取り組む。 

ドローンへの給電に関しては、カナダなどで基礎的な実験が行われている程度である。本研究では、

産業応用に必要な送電電力の形成、小型化・軽量化などの研究開発を進める。更に、社会実装に不可

欠な送受電マネジメントや電力及びビーム制御などのシステム開発についても世界に先駆けて取り組

む。 

以上のような状況であり、グローバルベンチマーク調査を行うことによって最新の状況を把握し、それ

を踏まえて、我が国の高い技術力を用いた新たなワイヤレス電力伝送製品の実用化を世界に先駆け実

現し、国内市場のみならず世界市場の獲得を目指す。 

 

⑦自治体等との連携 

地域の資源や実情に合わせた地域エネルギーシステムの社会実装を促すため、自治体や地方のエネ

ルギーシステム運営者の協力を得て、彼らが活用できるエネルギーシステム構築のガイドラインを策定す

る。 

また、WPT システムが有効かつ求められる現場（ドローン（インフラ維持・管理））、屋内（センサー・情報

機器等））における実証の際は、企業のみならず必要に応じて自治体等と連携する。 
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2. 研究開発の内容 

本事業は IoE 社会実現のため、エネルギー需給最適化に資するエネルギーシステムの概念設計を行い、そ

の共通基盤技術（パワーエレクトロニクス）の開発、および応用・実用化研究開発（ワイヤレス電力伝送システム）

を行うと共に、制度整備、標準化を進め、社会実装することにより、今後普及が見込まれる EV や IoT センサー

へのユニバーサルなエネルギー供給を可能とすると共に、再生可能エネルギー電源の連携など、多様なエネ

ルギー変換機器がつながる社会の実現に貢献する。なお、テーマ(A)～(C)はお互いに連携しながら開発を行う。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

研究開発期間 ：  

2018 年度～2022 年度 ※サブテーマ(A)-②、(A)-③については 2020 年度開始 

担当サブ・プログラムディレクター（サブ PD） ： 

浅野 浩志（東海国立大学機構岐阜大学地方創生エネルギーシステム研究センター 特任教授） 

担当イノベーション戦略コーディネーター（戦略 C） ： 

塩沢 文朗（元住友化学株式会社 主幹） 

体制 ： 

 

図 2-1 テーマ(A)の推進体制 
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(A)-① ： エネルギーマネジメント研究会 

研究会メンバー ： 

民間企業、大学、国立研究開発法人 

関係府省庁 ： 

内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

研究開発内容 ： 

Society 5.0 により、エネルギーと情報が一体化する社会のエネルギーシステムの概念設計を行う。 

各省庁の取組み状況を把握し、また情報システムのアーキテクチャー設計者からヒアリングし、各種エ

ネルギー変換・貯蔵・輸送技術を含むエネルギーネットワークと交通マネジメントの融合に関する IoE 社会

のデザインに取り組む。 

加えて、エネルギー消費、再エネの導入可能性に係る地域特性に応じた社会実装可能な地域エネルギ

ーシステムのデザイン/実証を行い、今後、地域のエネルギーシステム設計の担い手となる地方自治体、

あるいは地域での新たなエネルギーシステムの構築に参加する民間事業者向けに、幾つかのモデル地

域における設計例を含めた、地域エネルギーシステムをデザインするためのガイドラインを作成する。 

テーマ(B)、(C)の新技術実装により高性能のパワーエレクトロニクス機器普及による再生可能エネルギ

ーの一層の利用促進効果等を明らかにする。エネルギー利用効率化などエネルギー面での便益に加えて、

レジリエンス強化など非エネルギー便益(Non-Energy Benefit,NEB)の評価を試みる。 

また、エネルギーシステムのサイバー層に注目し、環境エネルギー分野のデータ基盤を考慮した分野

間データ連携を取り込むアーキテクチャを含むエネルギーシステム設計手法およびガイドラインを提案す

る。その際、分野間データ連携を念頭にエネルギーシステムアーキテクチャの概念モデルを設計し、各層

でのデータ交換の標準化を視野に入れたプラットフォーム構築の指針を示す。 

 

 

(A)-② ： 再生可能エネルギー主力電源化に向けた革新的エネルギーデバイスの便益評価 

研究責任者 ： 

安部 征哉（国立大学法人九州工業大学 大学院工学研究院 准教授） 

参画機関 ： 

九州工業大学、中部大学、(一財)電力中央研究所、(国研)産業技術総合研究所 

関係府省庁 ： 

内閣府、総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省 

研究概要 ： 

パワーエレクトロニクス（PE）技術が再生可能エネルギー普及に貢献する度合いを定量的に示すことを

目的とした、“再生可能エネルギー中心社会のPE技術貢献ロードマップ”を策定する。そのために、適宜実

データも活用しながら以下を中心に取り組む。 

■ 国内外における各要素技術（半導体素子、受動素子、パッケージ、回路方式、制御、通信等）の研究

展開状況の調査等に基づき、PE 技術が電力系統の品質に与える影響・価値を評価。PV や蓄電池

などの分散型エネルギー資源が連系する配電系統における電圧制御や洋上風力などを含む基幹

系統レベルの系統安定性などを考慮したシミュレーション分析を行い、再生可能エネルギー中心社

会（CN 社会）実現に次世代 PE 技術がどのように貢献するかを明らかにする。 

■ その際、MARKAL ベースで分析可能な国レベルの長期的な限界CO2排出削減費用などを補完する

形で、配電系統の配電線レベルなどより空間分解能を上げて、より詳細な電力ネットワーク構造・制
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約をモデルで表し、PV など変動性再生可能エネルギーの系統接続可能容量（hosting capacity）や

PV 発電電力量の利用可能量を評価できるモデル分析手法を開発する。 

■ 要素技術の組合せによる新しい付加価値（高周波スイッチングや高耐圧等）やコスト低減を切り口と

して、新しい PE 技術の普及による社会的・経済的インパクトを評価。 

 

目標 ： 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

再エネ中心社会に向けた PE 技術貢献ロードマップの作成 

・ 構築した評価モデルを用いて、革新的エネルギーデバイスが適用されたエネルギー供給システム

の経済的便益を算出する。 

・ 抽出した技術的課題を整理し、革新的エネルギーデバイスが適用されたエネルギー供給システム

の技術ロードマップを作成する。 

 

 

(A)-③ ： 地域エネルギーシステムデザインのガイドラインの策定 

研究責任者 ： 

中田 俊彦（国立大学法人東北大学 大学院工学研究科 教授） 

参画機関 ： 

東北大学、(一財)日本エネルギー経済研究所、早稲田大学、宇都宮大学 

関係府省庁 ： 

内閣府、国土交通省、環境省、経済産業省、資源エネルギー庁、文部科学省 

研究概要 ： 

関係府省庁、関係自治体、地域内エネルギー連携について検討している民間団体等の協力を得つつ、 

■ 全国の市区町村のエネルギー需給の特性を、地域社会の自然環境や産業構造に基づいて分析・推

計し、地域エネルギー需給データベースを作成。 

■ 隣接地域を含む広域で（クロスボーダー）、エネルギー資源の相互補完が可能な（クロスセクター）、

従来よりも空間分解能の高い地域間連携モデルを検討。（幾つかのエネルギー需給に特徴ある地

域を対象に事例研究の形で実施。） 

■ サステイナブル・シティやスマートシティの社会実装に向けて、再エネベースの持続可能社会の構築

に向けた地域エネルギーシステムデザインのガイドラインを策定。 

自治体、および地域におけるスマートシティ推進団体、インフラ事業者の協力を得て、以下の課題に取り

組む。 

■ 交通事業者の収集するモビリティデータ、および、送配電事業者の収集するスマートメータデータな

ど、面的データの利活用を通した電力・交通セクターカップリング手法の検討と、電力・交通データ連

携型地域エネルギーマネジメントシステムプラットフォームの設計指針を構築。 

■ 電力・交通データ連携型地域エネルギーマネジメントシステムプラットフォーム適用時の便益評価指

針構築と地域におけるモビリティデータとエネルギーデータを利用したエナジー/ノンエナジー便益

の試算。 
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図 2-2 電力・交通データ連携型地域エネルギーマネジメントシステムプラットフォーム 

（イメージ図） 

 

目標 ： 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

・ 地方自治体等において進められる、分散型地域エネルギーシステムの構築のためのデザインの指

針とその材料を、「地域エネルギーシステムデザインのためのガイドライン（仮称）」の形で提供する。 

・ 電力・交通データ連携型地域エネルギーマネジメントシステムプラットフォームについて設計指針と

データ連携に基づく便益評価指針を提供する。 
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テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

研究開発期間 ： 

2018 年度～2022 年度 

担当サブ・プログラムディレクター（サブ PD） ： 

髙橋 良和（国立大学法人東北大学 国際集積エレクトロ二クス研究開発センター 研究開発部門長 教授） 

  

 (B)-① ： エネルギーデバイスへの応用を見据えた IoE 共通基盤技術 

代表 ： 

伊東 淳一（国立大学法人長岡技術科学大学 大学院工学研究科 教授） 

研究概要 ： 

再生可能エネルギーを含めた多様な入力電源に対応可能な、USPM（汎用性のある高機能パワーモジ

ュール)の開発により、パワーシステムの総コスト低減を目指す。また、材料技術の進展を活用した高速で

のスイッチングが可能な USPM を開発する。 

＜USPM の具体的な機能＞ 

(1) ユニバーサル性 ： コアパワーモジュールと高速デジタル駆動制御を駆使し、WBGデバイスの

優れた特性を極限まで活かし、数々の異なるパワーエレクトロニクスアプリケーション、機種に

対応。 

(2) スマート性 ： デジタル制御により負荷状況やユニット間特性差に応じて最適に制御可能。 

(3) 低コスト ： コアパワーモジュールを標準化し個別設計を最小限とする。 

＜開発の技術的ポイント＞ 

(1) WBG 系半導体向け高速デジタルコントローラの開発 

（パワーモジュール部分のみの最適設計・開発に頼ることなく瞬時デジタル駆動制御技術により

WBG デバイスの動作状態や不安定な入力電源状態などを常に監視し、瞬時にフィードバックコ

ントロールすることで WBG デバイスの持つ優れた性能を極限まで活用） 

① センシング情報の遅延時間を低減する技術開発  

② 電源回路の高速スイッチングに向けたデジタル制御演算の高速化 

③ リアルタイムオートチューニング(自動制御)機能の組込み  

(2) 高パワー密度、高温動作可能で(1)のデジタルコントローラに対応可能なパワーモジュールの

開発（パワーエレクトロニクス応用装置自体の高効率化、高機能化、汎用性化、設計コストの大

幅削減） 

① 耐圧 1200V 以上 

② 200℃以上の高温動作可能 

③ 高パワー密度 

(3) WBG 系半導体スイッチング素子として、SiC 並みの低損失を Si 程度のコストで実現する

MOSFET の開発 

（SiC に優位性のある鉄道等の高耐圧領域を除く、産業機械や電気自動車、家電製品等の中耐

圧領域で Si の置き換えを実現） 
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図 2-3 USPM の構成 

 

体制 ： 

            

図 2-4 テーマ(B)-①の推進体制 
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B-① (1) ： 超高速デジタル制御を有するノイズフリーUSPM とその応用技術の開発 

研究責任者 ： 

伊東 淳一（国立大学法人長岡技術科学大学 大学院工学研究科 教授） 

参画機関 ： 

東京農工大学、ヘッドスプリング株式会社、北海道大学、長岡技術科学大学、東京電機大学、京都大

学、日立 Astemo 株式会社 

関係府省庁 ： 

内閣府、文部科学省、経済産業省 

研究開発内容 ： 

パワーエレクトロニクス機器の設計技術のノウハウを持たないメーカーでも容易に市場に参入でき、

省エネルギー化、再生可能エネルギー利用導入を急速に拡大することを目的とし、誰もが使いやすい

USPM による新しい電力変換器のシステム構成を提案し、新しい価値を創造する。パワーエレクトロニク

ス分野における集積（IC）化による変革を目指し、以下４項目の開発を行う。 

 

図 2-5 サブテーマ B-① (1)の概要 

 

＜開発テーマ１＞ ノイズフリーEMC フィルタの開発（レイヤー2） 

参画機関 ： 

北海道大学、長岡技術科学大学 

研究開発内容 ： 

USPM のノイズ解析、ノーマルモード・コモンモードフィルタならびにアクティブフィルタの開発 

 

＜開発テーマ２＞ アクティブゲートドライバの開発（レイヤー3） 

参画機関 ： 

九州大学、ヘッドスプリング株式会社 
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研究開発内容 ： 

USPM の基盤技術として、WBG デバイスの dv/dt、di/dt をコントロールできるゲートドライブ回

路の開発 

 

＜開発テーマ３＞ 瞬時デジタル駆動制御手法・ハードウェア開発（レイヤー4） 

参画機関 ： 

東京電機大学、京都大学、ヘッドスプリング株式会社 

研究開発内容 ： 

USPM 向けデジタル制御を実現できるハードウエアおよび制御方式の開発 

 

＜開発テーマ４＞ マスターコントローラとシステム応用技術開発（レイヤー5） 

参画機関 ： 

長岡技術科学大学、北海道大学、日立 Astemo 株式会社 

研究開発内容 ： 

USPM を用いたシステムへの応用技術の開発 

  

体制 ： 

 

図 2-6 サブテーマ(B)-① (1)の推進体制 
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 目標 ： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞  

・ 従来比体積 1/2 以下の見通しを得る。 

・ -6dB 以上の減数効果を得る。 

※従来：スイッチング周波数 10kHz 程度の Si の一般インバータ 

＜開発テーマ２＞  

・ スイッチング周波数 50kHz 程度で動作 

＜開発テーマ３＞  

・ 試作基板の動作検証の完了 

・ FPGA 実装検証の完了 

・ スイッチング 50kHz 程度で電流応答 5kHz 以上 

＜開発テーマ４＞  

・ USPM のモジュール並列に関する実験的基礎検証 B2UMC の機能モデル検証の実施（入力電

流ひずみ率 5%以下） 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞  

・ 高周波アクティブノイズキャンセラの基礎検証（最終的にスイッチング周波数 2MHz に対応する

アクティブキャンセラ技術確立を目指す） 

＜開発テーマ２＞ 

・ 設計試作した基板の基本性能評価（スイッチング周波数 2MHz 程度で動作） 

＜開発テーマ３＞  

・ 基本モジュール構成に応じたコントローラーの開発を完了し、ソフトウェアや FPGA を体系化 

（電流応答 100kHz 以上） 

＜開発テーマ４＞  

・ 太陽光 PCS 向け USPM 機能の最適化の完了（損失従来比 1/2 の見通しを得る） 

・ ISOP 方式による中圧（6.6kV）サーバー電源の基礎検証などの技術を確立する 

 

 

B-① (2) ： 高パワー密度、高温動作可能な WBG チップ搭載パワーモジュール 

研究責任者 ： 

池田 良成（富士電機株式会社 電子デバイス事業本部 開発統括部 パッケージ開発部 先行開発課 

課長） 

参画機関 ： 

富士電機株式会社、デンカ株式会社、日本軽金属株式会社、東北大学、明星大学、早稲田大学 

関係府省庁 ： 

内閣府、文部科学省、経済産業省 
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研究開発内容 ： 

再生可能エネルギーなどの不規則な変動電源にも常に高効率の対応が可能で、新 WBG チップの優

れた特性を極限まで発揮でき、低コストで高い機能性、汎用性に富む USPM 開発が必要となる。      

このため、以下の要素技術開発を行う。 

１） 低インダクタンス化のための微細配線・立体配線実装技術の開発 

２） 高パワー密度化のための熱抵抗低減および高放熱冷却技術の開発 

３） ゲートドライブユニット、デジタルコントローラーとの親和性技術の開発 

 

図 2-7  サブテーマ B-① (2)の概要 

 

＜開発テーマ１＞ コア・パワーモジュールの開発  

参画機関 ： 

富士電機株式会社 

研究開発内容 ： 

   各テーマで構築した技術を適用し、WGB デバイスの優れた特性を極限まで発揮させ、Tj 200℃対

応かつ従来比 150%の高パワー密度を達成するモジュールの開発 

＜開発テーマ２＞ 超高熱伝導・高信頼性回路基板の開発 

参画機関 ： 

デンカ株式会社 

研究開発内容 ： 

絶縁放熱材料（高熱伝導窒化珪素基板、窒化アルミニウム多層基板、高熱伝導樹脂絶縁層）をベ

ースとした超高熱伝導・高信頼性の絶縁回路基板の開発 

＜開発テーマ３＞ 超高放熱冷却システムの研究開発 

参画機関 ： 

日本軽金属株式会社 
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研究開発内容 ： 

   フィン形状、等に工夫をすることで低熱抵抗を実現する冷却装置の開発 

＜開発テーマ４＞ チップ直接接合技術の開発 

参画機関 ： 

東北大学 

研究開発内容 ： 

   チップ下接合に接合材料を介さない直接接合技術の開発 

＜開発テーマ５＞ チップ表面電極技術の開発 

参画機関 ： 

明星大学 

研究開発内容 ： 

   小型チップに対応した、バンプ径約 100μm での微細接合・立体配線実装技術の開発 

＜開発テーマ６＞ モジュール/冷却装置接続技術および最適化設計技術の開発 

参画機関 ： 

早稲田大学 

研究開発内容 ： 

液相焼結材などによる 200℃以下での実装技術の開発 

＜開発テーマ７＞ GDU／デジタルコントローラとの接続親和性技術の開発 

参画機関 ： 

早稲田大学 

研究開発内容 ： 

最適設計技術を用いた低インダクタンスを実現する配線技術の開発 
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体制 ： 

 

図 2-8 サブテーマ(B)-① (2)の推進体制 

 

目標 ： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞  

・ 高温動作 ： Tj 200℃対応(初期評価で問題なきこと) 

・ パワー密度 ： 130%以上（従来比） 

＜開発テーマ２＞  

・ 絶縁体圧 ： 600V 以上(基板単体) 

・ 耐ヒートサイクル性 ： 500 cyc.(基板単体) 

・ 絶縁回路基盤の高放熱化 ： 熱抵抗、従来比50%低減(基板単体) 

＜開発テーマ３＞  

・ 冷却システムの高放熱化 ： 熱抵抗、従来比 18%低減 

＜開発テーマ４＞  

・ 接合技術開発/チップ下接合部の低熱抵抗化 

： 表面粗さ 5nm 程度の金属表面に半導体チップを高強度に接合 

＜開発テーマ５＞  

・ チップ上配線技術の確立 ： 複数チップの並列接続(チップサイズ ： 3mm×3mm、バンプ接続) 
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＜開発テーマ６＞  

・ モジュール/冷却装置の間の低熱抵抗化 ： 熱抵抗、従来比 18%低減 

・ 接合温度 ： 230℃以下 

・ 耐ヒートサイクル性 ： 300 cyc. 

＜開発テーマ７＞ 

・ 内部配線インダクタンスの最小化（機械特性と電気的特性の最適化設計による） ： 15nH 以下 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞   

・ 高温動作 ： Tj 200℃対応(信頼性評価で問題なきこと) 

・ パワー密度 ： 150%以上（従来比） 

＜開発テーマ２＞  

・ 絶縁体圧 ： 1200V 以上 

・ 耐ヒートサイクル性 ： 500 cyc. 

・ 絶縁回路基盤の高放熱化 ： 熱抵抗、従来比70%低減 

＜開発テーマ３＞  

・ 冷却システムの高放熱化 ： 熱抵抗、従来比 35%低減 

＜開発テーマ４＞  

・ 接合技術開発 ： 200℃高温動作 

・ チップ下接合部の低熱抵抗化 ： 熱抵抗、従来比 90％低減 

＜開発テーマ５＞  

・ チップ上配線技術の確立 ： 10 チップの並列接続(チップサイズ ： 1mm×1mm、 

バンプ径 ： 100μm 以下) 

＜開発テーマ６＞  

・ モジュール/冷却装置の間の低熱抵抗化 ： 熱抵抗、従来比 35%低減 

・ 接合温度 ： 200℃以下 

・ 耐ヒートサイクル性 ： 500 cyc. 

＜開発テーマ７＞ 

・ 内部配線インダクタンスの最小化（機械特性と電気的特性の最適化設計による） ： 10nH 以下 

 

 

B-① (3) ： コランダム構造酸化ガリウムを用いたパワーMOSFET の開発 

研究責任者 ： 

四戸 孝（株式会社 FLOSFIA 取締役 CTO） 

参画機関 ： 

株式会社 FLOSFIA、京都大学、熊本大学、株式会社 MIRISE Technologies 

関係府省庁 ： 

内閣府、文部科学省、経済産業省 

研究開発内容 ： 

コランダム構造酸化ガリウム（α－Ｇａ２Ｏ３）を用いて耐圧 1,200Ｖ以上のパワーMOSFET を開発する。 
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図 2-9  サブテーマ B-① (3)の概要 

 

＜開発テーマ１＞ 要素技術開発  

参画機関 ： 

株式会社 FLOSFIA、京都大学、株式会社 MIRISE Technologies、熊本大学 

研究開発内容 ： 

(ⅰ) p ウェル層の開発 

(ⅱ) 電子物性の解析・制御 

(ⅲ) 結晶構造解析・キャラクタリぜーション 

(ⅳ) ゲート絶縁膜の開発 

(ⅴ) 結晶欠陥腫と電気特性との相関把握 

(ⅵ) MOS 界面制御技術開発 

(ⅶ) MOS 界面評価 

(ⅷ) オーミック電極開発 

(ⅸ) プロセス要素技術開発 

 

＜開発テーマ２＞ MOSFET 試作・評価  

参画機関 ： 

株式会社 FLOSFIA 

研究開発内容 ： 

(ⅰ) 耐圧 600V 級プレーナゲート構造の試作・評価 

(ⅱ) 耐圧 1,200V 級トレンチゲート構造の試作・評価 
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＜開発テーマ３＞ 応用基礎評価  

参画機関 ： 

株式会社 FLOSFIA 

研究開発内容 ： 

(ⅰ) 素子シミュレーション技術開発 

(ⅱ) 動特性評価 

(ⅲ) 組合せ試験 

 

体制 ： 

図 2-10 サブテーマ(B)-① (3)の推進体制 

 

 目標： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

プレーナゲート構造縦型パワーMOSFET で以下の目標を達成する。 

・ 耐圧 ： 600V 

・ 電流容量 ： 10A 

・ 特性オン抵抗 ： 20mΩcm2 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

プレーナゲート構造縦型パワーMOSFET で以下の目標を達成する。 

・ 耐圧 ： 1,200V 

・ 電流容量 ： 10A 

・ 特性オン抵抗 ： 16mΩcm2 
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Ｂ-② ： エネルギー伝送システムへの応用を見据えた基盤技術 

代表 ：天野 浩（国立大学法人名古屋大学 未来材料・システム研究所 未来エレクトロニクス集積   

研究センター 教授） 

参画機関 ： 

名古屋大学、富士電機株式会社、古河電気工業株式会社、長岡技術科学大学、横浜国立大学、 

株式会社ダイヘン、ポニー電機株式会社、シャープ株式会社、(国研)産業技術総合研究所、  

名古屋工業大学、三菱電機株式会社、金沢工業大学 

関係府省庁 ： 

内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省 

研究開発内容 ： 

総合的なエネルギーマネージメントが行われる IoE 社会の電力伝送技術として、柔軟な接続性と制御

性を実現する、MHz 帯を用いた非放射型電力伝送システムおよびマイクロ波帯を用いた放射型電力伝

送システムの基盤技術開発を行う。それぞれのワイヤレス電力伝送システムにおいて小型化、高効率

化、大電力化に適したデバイスおよび回路の研究開発を実施し、13.56MHz 帯と 5.8GHz 帯において電力

伝送システムとして機能の実証（POC）を行う。この研究開発成果により、IoT 社会で多様化する電源供

給の要求に応えるとともに、社会全体のエネルギーマネージメント効率化、脱炭素化に寄与する。 

     

図 2-11 MHz 帯電力伝送システム研究開発のポイント 
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図 2-12 マイクロ波帯電力伝送システム研究開発のポイント 

 

＜開発テーマ１＞ ワイヤレス電力伝送高速スイッチングデバイスの開発 

参画機関 ： 

名古屋大学、富士電機株式会社 

      研究開発内容 ： 

（ⅰ） 高品質縦型 GaN デバイスの結晶成長技術及び装置の開発 

（ⅱ） デバイスシミュレーションおよびデバイス試作によるデバイス構造の検討   

（ⅲ） 縦型 GaN スイッチングデバイスの実用的製造プロセスの検討 

 

＜開発テーマ２＞ MHz 帯電力伝送システム基盤技術の開発 

参画機関 ： 

名古屋大学、古河電気工業株式会社、長岡技術科学大学、横浜国立大学、株式会社ダイヘン、

ポニー電機株式会社、シャープ株式会社、(国研)産業技術総合研究所 

研究開発内容 ： 

（ⅰ） MHz 帯電力伝送共通基盤技術の開発 

（ⅱ） 大容量 MHz 帯電力伝送システム開発 

（ⅲ） 数十 MHz での WPT を可能する基盤技術の開発及び技術検証 

 

＜開発テーマ３＞ ワイヤレス電力伝送高周波デバイスの開発 

参画機関 ： 

名古屋工業大学、名古屋大学、三菱電機株式会社 

研究開発内容 ： 

(ⅰ） GaN ダイオード用エピタキシャル層（結晶）成長技術及び装置の開発 
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(ⅱ) マイクロ波帯 GaN ダイオード作製・評価技術の開発 

(ⅲ) マイクロ波帯 GaN ダイオードの実用的製造プロセスの検討 

 

＜開発テーマ４＞ マイクロ波帯電力伝送システム基盤技術の開発 

参画機関 ： 

名古屋大学、名古屋工業大学、金沢工業大学 

研究開発内容 ： 

（ⅰ） GaN 素子特性に合わせたアンテナの協調設計、高出力受電レクテナ回路設計及び試作 

（ⅱ） 回路の高効率化を実現する最適インピーダンス設計、軽量アンテナ設計及び試作 

（ⅲ） 高電圧・最適インピーダンス設計による高効率送電増幅回路設計及び試作 

（ⅳ） GaN デバイスを利用した高効率マイクロ波帯電力伝送機能実証システムの開発 

（ⅴ） GaN 素子を用いた受電レクテナでの 10W を超える受電電力実現に向けた課題の把握 

 

体制 ： 

  

図 2-13 サブテーマ(B)-②の推進体制 
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 目標： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞ 

・ 低ゲート容量(対 SiC1/2)MOS 実現(600V/1A) 

＜開発テーマ２＞  

・ 13.56MHz ゲート駆動 IC 立上り、立下り時間<2ns（500pF 負荷、0-5V 20％-80％） 

・ 13.56MHz カプラ 3.7kW、カプラ効率 88％ 

＜開発テーマ３＞ 

・ マイクロ波受電整流用 GaN デバイスの＜開発テーマ 4＞への提供 

＜開発テーマ４＞  

・ 受電レクテナを用いた電力伝送機能実証（5.8GHz/1W 級） 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞ 

・ 低ゲート容量 MOS 実現（600V/5A） 

＜開発テーマ２＞ 

・ MHz 帯電力伝送システムによる機能実証（13.56MHz・7.7kW） 

＜開発テーマ３＞  

・ 受電素子用エピ形成層技術の確立 

・ 10W 化が可能なワイヤレス電力伝送用 GaN デバイスの実現 

＜開発テーマ４＞  

・ マイクロ波帯電力伝送システムによる機能実証（5.8GHz・10W 級） 
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テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

研究開発期間 ： 

2018 年度～2022 年度 

担当サブ・プログラムディレクター（サブ PD） ： 

庄木 裕樹（株式会社東芝 研究開発センター 情報通信プラットフォーム研究所 上席エキスパート） 

 

遠距離・高効率・大電力で安全なワイヤレス電力伝送を用いたエネルギーマネジメントの実現に向けて、

高電圧・低抵抗で使用でき、大きな省エネ効果が期待されるとともに我が国が強みを持つ次世代半導体をも

とにした高周波デバイスの開発、WPT システムの送信側・受信側の高効率化、高度伝送制御技術の開発等

を既存の研究開発成果も活用しながら実施する。 

国際的なベンチマークを見据えて世界を凌駕する目標を定め、 WPT システムの送信側・受信側の高効率

化と遠距離・大電力伝送が可能な技術を確立する。 

さらに開発した WPT システム技術を、産業界のニーズに基づき以下の現場で実証する。 

１．屋内での給電（センサーや情報機器等） 

２．ドローンへの給電（インフラ維持・管理）） 

 

本テーマの目標 ： 

〇５年間で遠距離・高効率・大電力で安全なWPTシステム技術を確立し、各装置・現場で実証する。事業終 

 了後は成果の産業界への橋渡しを行い、事業化を行う。 

 

C-① ： センサネットワークおよびモバイル機器への WPT システム 

研究責任者 ： 

五閑 学（パナソニック株式会社 マニュファクチュアリングイノベーション本部 主任技師） 

参画機関 ： 

パナソニック株式会社、電気興業株式会社、千葉大学、信州大学、オムロン株式会社、 

株式会社東芝、岩手大学 

関係府省庁 ： 

内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省 

研究開発内容 ： 

IoE 社会における EMS に対するセンサネットワークおよびモバイル機器への WPT システムによる便

益について検討し、低コスト化による適用分野の拡大とその便益評価を試みる。EMS における WPT シ

ステムとして位置づけを明確化した上で、２つの給電方式とそれらの方式に共通する課題の研究開発を

行う。これらを実現するにあたり、時間・空間・周波数の３次元分割により、人体や他システムへの影響

を低減する iTAF-WPT(intelligent Time-Area-Frequency control)という新しいコンセプトを提案し、この実

現により高い給電効率を実現する。目標としては、以下の２点である。 

(1) 分散アンテナによる協調ビーム制御方式 ： 

本方式は家庭や工場および介護施設などの屋内空間に多数配置された環境センサーや物流セ

ンサーおよび生体センサーの電池レス、配線レスを実現するためにμW～mW 級広域な給電を目

指す。 
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(2) 高度ビームフォーミング方式 ： 

本方式において、モバイル機器、IoT センサー、情報端末への充電、工場などで移動するセンサ

ーの給電を実現するために、数 mW 級から数 W 級の給電を目指す。 

 

     

図 2-14 サブテーマ C-①の概要 

 

＜開発テーマ１＞ 分散アンテナ協調ビーム制御方式の開発 

参画機関 ： 

パナソニック株式会社、電気興業株式会社、千葉大学、信州大学 

研究開発内容 ： 

低EIRP(実効等方輻射電力)の WPT 送信機を複数設置し、屋内の広い範囲へ給電し、センサネ

ットワークを構築する。 

 

＜開発テーマ２＞ 高度ビームフォーミング方式の開発（920MHz 帯・5.7GHz 帯） 

参画機関 ： 

オムロン株式会社（920MHz 帯）、株式会社東芝（5.7GHz 帯）、岩手大学（5.7GHz 帯）、 

電気興業株式会社、千葉大学、信州大学 

研究開発内容 ： 

高度 EIRP の WPT 送信機を屋内配置し、センサー及びモバイル機器へ給電。 
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体制 ： 

 

図 2-15  サブテーマ(C)-①の推進体制 

 

目標 ： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞  

・ 端末への 0.5mW 給電、WPT 送電時間効率 20％を実験システムで達成 

＜開発テーマ２＞  

・ 実験システムにおいて、高度ビーム形成機能および人体検出機能を実装し検証 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

＜開発テーマ１＞  

・ 実証システムの開発 

・ 人と共存する利用環境で、複数センサへ同時に平均受電電力 1.0mW 以上の給電の実現 

 

＜開発テーマ２＞  

・ 実証システムの開発 

・ mW から 1W 程度の給電、WPT 送電時間効率最大 50%の実現 
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C-② ： ドローン WPT システム 

研究責任者 ： 

高尾 登（東京電力ホールディングス株式会社 経営技術戦略研究所 技術開発部 

次世代電力インフラエリア エリアリーダー） 

参画機関 ： 

東京電力ホールディングス株式会社、京都大学、株式会社東芝、東芝エネルギーシステムズ株式

会社、株式会社プロドローン、豊橋技術科学大学、株式会社デンソー 

関係府省庁 ： 

内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、経済産業省 

研究開発内容 ： 

日本では人口減少が進む中、社会インフラ維持管理に従事する人員確保は困難となり、代替手段と

してドローンやロボットなどへの期待が高まっている。ドローンなどを実適用するには、長時間安定し

て稼働することが必須であり、WPT システムはこれを支える重要な技術となる。また、IoE 社会におけ

る EMS においてエネルギーとノンエネルギーの両方のベネフィットとしての便益が期待でき、その評

価手法（モデル）の開発と試算を行う。 

EMS における WPT システムとして位置づけを明確化した上で、本研究においては、ドローンを対象

に、駐機時近距離での大電力 WPT システムの開発を目的とする。図 2-16 に示すような社会実装をタ

ーゲットとして、磁界結合方式 WPT および電界結合方式 WPT を用いた研究開発を進める。このユー

スケースに対してはユーザサイドから早期の社会実装を期待されていることから研究開発を当初計画

よりも加速する。WPT システムの課題である送電側・受電側の高効率化、伝送技術の高度化や機器

干渉回避技術などの開発とともに、ドローン搭載に不可欠な受電部の小型・軽量化および高耐電力化

を図り、最終年度には、電力設備インフラ巡視 ・ 点検用途を考慮した社会実装に近い条件の実証試

験を行う。 

 

 

 

図 2-16 サブテーマ C-②の概要 
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体制 ： 

 

図 2-17 サブテーマ(C)-②の推進体制 

 

目標 ： 

【中間目標】（2020 年度末時点） 

・ WPT システムを搭載したドローンが実証用充電ポートに着陸して、受電電力 360W 以上にて充電

後、正常に離陸して飛行できること 

・ 受電部重量 ：従来他社以下（＜２kg） 

・ システム効率：75％以上 

 

【最終目標】（2022 年度末時点） 

・ WPT システムを搭載したドローンが実証用充電ポートに着陸して、充電後、正常に離陸して飛行

できること 

・ 中型ドローンによる送電線等の巡視・点検を目的とした磁界結合方式に関しては、受電電力

750W 以上、受電部重量 1.4kg 以下、電力伝送効率 80％以上を実現する。 

・ 小型ドローンによる変電所等の巡視・点検を目的とした電界結合方式に関しては、受電電力

360W 以上、受電部重量 0.7kg 以下、電力伝送効率 80%以上を実現する。 
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3. 実施体制 

柏木 孝夫 PD は、当該課題の研究開発計画の取り纏め等を担う。  

PD が議長、内閣府が事務局を務め、関係府省庁や管理法人、専門家等が参加する推進委員会を内閣府に

置き、当該課題の研究開発計画の作成や実施等に必要な調整等を行う。 

PD は、戦略策定及び研究開発の推進について PD を補佐する者として、サブ PD を選定する。また、PD は、

実用化・事業化に向けた戦略を推進するために、産業動向や政策等に精通する戦略 C を選定する。 

 

(1) JST の活用 

本件は、JST への運営費交付金を活用し、図 3－1 のような体制で実施する。 

JST は、本研究開発計画及び PD や推進委員会の決定に沿い、研究責任者の公募、契約の締結、資金の管

理、研究責任者が実施する研究開発の進捗管理、自己点検および専門的観点からの技術評価（ピアレビュー）

の実施、成果等の広報・情報提供、知財委員会等 知財に関する事項、PD による課題の遂行を支援するために

必要な者の雇用、関連する調査・分析、その他 担当する課題を推進するために PD 及び内閣府が必要と認め

る事項を行う。 

 

 

図 3-1 実施体制 
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(2) 研究責任者の選定 

JST は、研究開発計画に基づき、研究責任者を公募等により選定する。ただし、合理的な理由がある場合、

その旨を研究開発計画に明記し、公募等によらないことも可能とする。 

審査基準等の審査の進め方は、JST が内閣府と相談し、決定する。 

研究責任者、研究責任者の共同研究予定者、研究責任者からの委託（JST からみると再委託）予定者等（以

下、「研究責任者等」という。）の利害関係者は、当該研究責任者の審査に参加しない。利害関係者の定義は、

JST が定めている規程等に準じ、必要に応じ PD 及び内閣府に相談し、変更する。 

選定の結果は、ＰＤ及び内閣府の了承をもって確定とする。 

公募等により研究責任者が決まった後、本研究開発計画に研究責任者名等を加筆する。 

 

(3) 研究体制を最適化する工夫 

担当のサブ PD を中心に、関係府省庁等、大学、国立研究開発法人、企業等により構成される分科会を、JST

内にそれぞれ設置し、研究開発を効果的に推進する。 

なお、研究開発の成果を社会実装していくためには、個別の要素技術の開発のみならず、研究課題の進捗

状況や社会情勢の変化に応じ、柔軟に研究体制を変化、対応させていくことが必要であるため、サブ PD 及び

戦略 C は、ピアレビュー、ガバニングボード等の外部意見を考慮しつつ、PD 等と相談の上、適宜研究課題の変

更、追加、削除等を検討していくこととする。 

PD においては、研究開発の進捗状況や社会実装の見込みなどを十分に考慮した上で、年度毎の成果目標

の妥当性について精査することによって、ステージゲートを念頭に置いた課題マネジメントの徹底を図る。さら

には、事業終了後の速やかな実施体制への移行を目指して、従前以上にビジネスモデルに詳しい経営、法律、

営業等を担当する人材から的確なアドバイスをもらうために必要な体制について検討を進める。 

その他、各課題で研究体制を最適化する工夫は、以下のとおりである。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

関係府省庁、大学、国立研究開発法人、企業等により構成される研究会を JST 内に設置し、必要に応じ

て、調査・分析等を実施する。また、実データを用いた評価や事例研究等を実施するため、大学等を中心と

したワーキンググループ等を含む研究開発体制を構築し、研究会と密に連携しながら進める。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

産学官の連携で、社会実装の出口を見据えて、民間事業者と大学等が連携してコンソーシアム型の研

究開発体制を構築し、事業終了後には、民間事業者が中心となって産業機械や EV、家電製品等の分野で

の迅速な実用化につなげる。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

関係府省庁等連携で推進し、実用化につなげる。あわせて国際標準化を含む規格化に向けた取組も実

施する。遠距離・高効率・大電力の WPT システム技術の開発については、学が中心となり研究開発を行い、

実証については産が中心となり実施する。学から産への橋渡しを一気通貫で迅速に行うことができるよう

に密に連携する。また制度整備・標準化対応 WG にて社会実装に向けた体制の構築を行い、課題の抽出、

解決に向けた検討を行う。 
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(4) 府省庁連携 

IoE 社会のエネルギーシステムという全体像の中でのテーマ(A),(B),(C)の位置づけを明確にした上で、各テー

マ毎に、関係府省庁と連携する（研究開発の内容を参照のこと）。 

 

(5) 産業界からの貢献 

テーマ C に対してマッチングファンド方式を適用する。マッチングファンド方式を適用しないテーマについても、

引き続きより一層の理解・協力を求める働きかけを行うことによって、さらなる民間貢献が引き出せるよう努力

する。 

 

4. 知財に関する事項 

(1) 知財委員会 

○知財委員会を JST に置く。 

○知財委員会は、それを設置した機関が担った研究開発成果に関する論文発表及び特許等（以下、「知財権」

という。）の出願・維持等の方針決定等のほか、必要に応じ知財権の実施許諾に関する調整等を行う。 

○知財委員会は、原則として PD または PD の代理人、主要な関係者、専門家等から構成するものとし、知

的財産、国際標準化、データ保護、データ流通に関する各チームの考え方を整理し、専門家からの助言を

得るなどによって戦略の検討を進める。 

○知財委員会の詳細な運営方法等は、JST において定める。 

 

(2) 知財権に関する取り決め 

○JST は、秘密保持、バックグラウンド知財権（研究責任者やその所属機関等が、プログラム参加前から保

有していた知財権及びプログラム参加後に SIP の事業費によらず取得した知財権）、フォアグラウンド知

財権（プログラムの中で SIP の事業費により発生した知財権）の扱い等について、予め委託先との契約等

により定めておく。 

 

(3) バックグラウンド知財権の実施許諾 

○他のプログラム参加者へのバックグラウンド知財権の実施許諾は、知財権者が定める条件あるいはプロ

グラム参加者間の合意に従い、知財権者が許諾可能とする。 

○当該条件などの知財権者の対応が、SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・事業化を含む）に

支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理的な解決策を得る。 

 

(4) フォアグラウンド知財権の取扱い 

○フォアグラウンド知財権は、原則として産業技術力強化法第 19 条第 1 項を適用し、発明者である研究責

任者の所属機関（委託先）に帰属させる。 

○再委託先等が発明し、再委託先等に知財権を帰属させる時は、知財委員会による承諾を必要とする。その

際、知財委員会は条件を付すことができる。 

○知財権者に事業化の意志が乏しい場合、知財委員会は、積極的に事業化を目指す者による知財権の保有、

積極的に事業化を目指す者への実施権の設定を推奨する。 

○参加期間中に脱退する者に対しては、当該参加期間中に SIP の事業費により得た成果（複数年度参加の

場合は、参加当初からの全ての成果）の全部または一部に関して、脱退時に JST が無償譲渡させること及

び実施権を設定できることとする。 
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○知財権の出願・維持等にかかる費用は、原則として知財権者による負担とする。共同出願の場合は、持ち

分比率、費用負担は、共同出願者による協議によって定める。 

 

(5) フォアグラウンド知財権の実施許諾 

○他のプログラム参加者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、知財権者が定める条件あるいはプロ

グラム参加者間の合意に従い、知財権者が許諾可能とする。 

○第三者へのフォアグラウンド知財権の実施許諾は、プログラム参加者よりも有利な条件にはしない範囲で

知財権者が定める条件に従い、知財権者が許諾可能とする。 

○当該条件などの知財権者の対応が SIP の推進（研究開発のみならず、成果の実用化・事業化を含む）に

支障を及ぼすおそれがある場合、知財委員会において調整し、合理的な解決策を得る。 

 

(6) フォアグラウンド知財権の移転、専用実施権の設定・移転の承諾について 

○産業技術力強化法第17 条第1 項第4 号に基づき、フォアグラウンド知財権の移転、専用実施権の設定・

移転には、合併・分割による移転の場合や子会社・親会社への知財権の移転、専用実施権の設定・移転の

場合等（以下、「合併等に伴う知財権の移転等の場合等」という。）を除き、JST の承認を必要とする。 

○合併等に伴う知財権の移転等の場合等には、知財権者は JST との契約に基づき、JST の承認を必要とす

る。 

○合併等に伴う知財権の移転等の後であっても JST は当該知財権にかかる再実施権付実施権を保有可能

とする。当該条件を受け入れられない場合、移転を認めない。 

 

(7) 終了時の知財権取扱いについて 

○研究開発終了時に、保有希望者がいない知財権等については、知財委員会において対応（放棄、あるい

は、JST による承継）を協議する。 

 

(8) 国外機関等（外国籍の企業、大学、研究者等）の参加について 

○当該国外機関等の参加が課題推進上必要な場合、参加を可能とする。  

○適切な執行管理の観点から、研究開発の受託等にかかる事務処理が可能な窓口または代理人が国内に

存在することを原則とする。 

○国外機関等については、知財権は JST と国外機関等の共有とする。 

 

5. 評価に関する事項 

(1) 評価主体 

PD と JST 等が行う自己点検およびピアレビュー結果の報告を参考に、ガバニングボードが外部の専門家

等を招いて行う。この際、ガバニングボードは分野または課題ごとに開催することもできる。 

 

(2) 実施時期 

○事前評価、毎年度末の評価、最終評価とする。 

○終了後、一定の時間（原則として 3 年）が経過した後、必要に応じて追跡評価を行う。 

○上記のほか、必要に応じて年度途中等に評価を行うことも可能とする。 
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(3) 評価項目・評価基準 

「国の研究開発評価に関する大綱的指針（平成28 年12 月21 日、内閣総理大臣決定）」を踏まえ、必要性、

効率性、有効性等を評価する観点から、評価項目・評価基準は以下のとおりとする。評価は、目標の達成・未

達の判定のみに終わらず、その原因・要因等の分析や改善方策の提案等も行う。 

a) 意義の重要性、SIP の制度の目的との整合性。 

b) 目標（特にアウトカム目標）の妥当性、目標達成に向けた工程表の達成度合い。 

c) 適切なマネジメントがなされているか。特に府省連携の効果がどのように発揮されているか。 

d) 実用化・事業化への戦略性、達成度合い。 

e) 最終評価の際には、見込まれる効果あるいは波及効果。終了後のフォローアップの方法等が適切かつ

明確に設定されているか。 

ｆ) 課題検討において課せられた「要件」※の達成状況 

ｇ) 課題の研究テーマ毎における TRL(Technology Readiness Levels)の達成状況 

 

※課題の要件 

① Society5.0 の実現を目指すもの。 

② 生産性革命が必要な分野に重点を置いていること。 

③ 単なる研究開発だけではなく社会変革をもたらすものであること。 

④ 社会的課題の解決や日本経済・産業競争力にとって重要な分野 

⑤ 事業化、実用化、社会実装に向けた出口戦略が明確（５年後の事業化等の内容が明確） 

⑥ 知財戦略、国際標準化、規制改革等の制度面の出口戦略を有していること。 

⑦ 府省連携が不可欠な分野横断的な取り組みであること。 

⑧ 基礎研究から事業化・実用化までを見据えた一気通貫の研究開発 

⑨ 「協調領域」を設定し「競争領域」と峻別して推進（オープン・クローズ戦略を有していること。） 

⑩ 産学官連携体制の構築、研究開発の成果を参加企業が実用化・事業化につなげる仕組みやマッチン

グファンドの要素をビルトイン 

 

(4) 評価結果の反映方法 

○事前評価は、次年度以降の計画に関して行い、次年度以降の計画等に反映させる。 

○各年度の年度末評価では、必要に応じ課題や研究テーマの絞り込みや追加を行う。 

○年度末の評価は、当該年度までの実績と次年度以降の計画等に関して行い、次年度以降の計画等に反映

させる。 

○最終評価は、最終年度までの実績に関して行い、終了後のフォローアップ等に反映させる。 

○追跡評価は、各課題の成果の実用化・事業化の進捗に関して行い、改善方策の提案等を行う。 

 

(5) 結果の公開 

○評価結果は原則として公開する。 

○評価を行うガバニングボードは、非公開の研究開発情報等も扱うため、非公開とする。 

 

(6) 自己点検 

○研究責任者による自己点検、PD の自己点検、及び JST 等による専門的観点からの技術評価（ピアレビュ

ー）を用いた自己点検を実施し、その結果をガバニングボードに報告するものとする。 
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○ピアレビューを行うにあたっては、引き続き活用する側の視点などを取り入れることにより、より多面的な

実施に努める。 

 

① 研究責任者による自己点検 

PD が自己点検を行う研究責任者を選定する（原則として、各研究項目の主要な研究者・研究機関を選

定）。選定された研究責任者は、5.(3)の評価項目・評価基準を準用し、前回の評価後の実績及び今後の計

画の双方について点検を行い、達成・未達の判定のみならず、その原因・要因等の分析や改善方策等を取

りまとめる。 

 

② PD による自己点検 

PD が研究責任者による自己点検の結果を見ながら、かつ、必要に応じて第三者や専門家の意見を参

考にしつつ、5.(3)の評価項目・評価基準を準用し、PD 自身、JST 及び各研究責任者の実績及び今後の計

画の双方に関して点検を行い、目標達成・未達の判定のみならず、その原因・要因等の分析や改善方策

等を取りまとめる。その結果をもって各研究主体等の研究継続の是非等を決めるとともに、研究責任者等

に対して必要な助言を与える。これにより、自律的にも改善可能な体制とする。 

これらの結果を基に、PD は JST の支援を得て、ガバニングボードに向けた資料を作成する。 

 

③ 管理法人による自己点検 

JST による自己点検は、予算執行上の事務手続を適正に実施しているかどうか等について行う。 

 

6. 出口戦略 

本分野「IoE 社会のエネルギーシステム」の社会実装化に向けて、下記のように個別課題ごとに実現のため

のボトルネックを明確にし、具体的な出口戦略を明示することが重要である。他省庁事業や他分野の SIP 事業

との強力な連携の中に本来の相乗効果が生まれ、Society 5.0 の実現を世界の中でいち早く達成できる。 

 

(1) 出口指向の研究推進 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

各種エネルギー変換・貯蔵・輸送技術を含むエネルギーネットワークと交通マネジメントの部門統合（セ

クターカップリング）を含む IoE 社会のエネルギーシステムのデザインに取り組む。 

エネルギーや交通の地域特性に応じて社会実装可能な地域エネルギーシステムの実証につなげる。 

開発したアーキテクチャの国際展開を図る。 

IoE データを活用し、地域のエネルギー需給の実態、地域における再エネの賦存状況に則した地域エネ

ルギーシステムの構築に資するため、地域エネルギー需給データベース及び地域エネルギーシステムデ

ザインのためのガイドラインを作成し、公表する。 

エネルギーや交通の地域特性に応じて社会実装可能な地域エネルギーシステムのデザイン／実証に

つなげる。 

また、SIP 終了後も社会実装を進めるための体制構築に向けて、複数の自治体との連携や研究成果の

活用事例を蓄積する。 
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テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

産学官の連携で、社会実装の出口を見据えて、民間事業者と大学が連携してコンソーシアム型の研究

開発体制を構築する。また、研究成果の社会実装を推進するため社会実装責任者を配置し、SIP 終了後も

見据えた具体的かつ実効的な戦略・ロードマップを描くことにより、SIP 終了後における再生可能エネルギ

ー、産業機械や EV、家電製品等の分野での民間事業者を中心とした迅速な実用化につなげる。 

さらには、Ga2O3 デバイスに関しては、実用化を想定したプロセス時間や金属支持基板への貼り付け技

術の評価を十分に行うことで、早期の実用化に対し抜けのない準備を進める。 

社会実装責任者は以下のテーマに配置する。 

B-① (3) ： コランダム構造酸化ガリウムを用いたパワーMOSFET の開発   

Ｂ-② ： エネルギー伝送システムへの応用を見据えた基盤技術 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

SIP 期間内に、IoE 社会における EMS への便益を明確化した上で、人体などの存在する環境における高

安全・高効率の屋内無線給電技術ドローンへの屋外無線給電技術など、実証試験を実施し、更にインフラ

普及など社会実装に必要な枠組みやプロセスを明確化する。また、社会実装を推進する社会実装責任者

を配置し、2025～26 年度の第一段階の社会実装を確実に進める体制・計画を構築し、更に 2027 年度以降

の本格普及となる第二段階の社会実装に向けた計画を充実していく。そして、研究開発と事業化を横断的

にみて連携を図ることにより、早期の実用化・社会実装につなげる。また、無線給電技術の利用可能性や

効果については、他課題（例えば、国家レジリエンス（防災・減災）の強化）で検討している防災・減災に向

けたシステムについてヒアリングを行い、WPTシステムの利用の可能性やその効果について検討する。そ

の中で、本課題（IoE 社会のエネルギーシステム）側の成果を直接的に生かせるもの、将来的な WPT シス

テムとしての利用効果があるもの等について分類する。また、本課題の成果を直接生かせそうな国家レジ

リエンス課題側のシステム・利用形態に対しては、社会実装のシナリオに追加等を検討する。 

SIP 終了後には参画した企業を中心に事業化するとともに、研究開発成果に基づき、産学官が参画する

コンソーシアムや自治体等と連携しつつ、技術規格の策定や国際標準化に向けた取組を実施する。また、

屋内無線給電技術に関しては、参画企業が主体となって協議会を設立し、SIP終了後の研究成果の社会実

装に向けて、他の無線システムとの運用調整や WPT の普及促進を進める体制を構築する。 

社会実装責任者は以下のテーマに配置する。 

C-① ： センサネットワークおよびモバイル機器への WPT システム 

C-② ： ドローン WPT システム 

 

(2) 普及のための方策 

  国内外の学会発表やシンポジウム、研究会、ワークショップの機会を捉え、情報発信に努めることに加え、

関連業界雑誌にも投稿し、産業界にも広く「IoE 社会のエネルギーシステム」をアピールする。また、映像コン

テンツなどを活用し、IoE 社会について市民レベルにも分かり易く発信する。国際連携については、新型コロ

ナウイルス感染症の鎮静状況を見ながら、海外機関との協働イベント（国際学会・ワークショップ・共同研究等）

の企画を進める。 

 

テーマ(A) ： IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン 

各省庁や自治体が取り組んできたエネルギーシステムの実証試験を踏まえつつ、経済合理的で地域の

社会課題解決につながる地域エネルギーシステムの設計に関するガイドラインを示す。それに先立ち、全
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国 1,741 の地方自治体のエネルギー需給データと再性可能エネルギー利用可能量（推計値）をまとめた地

域エネルギー需給データベースを作成・公表するとともに、その活用方法等についてガイドラインを通して

発信する。ガイドラインの公表に際しては、自治体等への説明を含めその発信方法等を工夫する。 

国際学会等での情報発信に加えて、国際会議でのオーガナイズドセッションの提案などを通して、国外

の研究機関・大学との意見交換等の機会を設け、国際連携・共同研究の可能性を探る。 

 

テーマ(B) ： IoE 共通基盤技術 

我が国における要素技術の優位性を活かし、世界に先駆けた USPM の有効性の実証・技術確立による

技術規格の策定や国際標準化に向けた取り組みを実施する。 

パワーエレクトロニクス関係の国際ワークショップ開催を検討する。また、パワーエレクトロニクス関係で

世界を牽引している欧州の大学（チューリヒ工科大学（ETH）、スイス連邦工科大学ローザンヌ校（EPFL）、

オールボー大学などとの連携も検討する。 

 

テーマ(C) ： IoE 応用・実用化研究開発 

研究開発成果に基づき、産学官が参画するコンソーシアムや自治体等と連携しつつ、技術規格の策定

や国際標準化に向けた取組を推進するため、毎年開催している研究会に留まらず、ISAP（アンテナ伝播国

際シンポジウム）や APMC（アジア太平洋マイクロウェーブコンファレンス）などにおいて SIP としての成果

展示を行うとともに、実用化に向けた国際連携を深める。更に、ITU-R(国際電気通信連合 無線通信部門)

やアジア・太平洋電気通信共同体・無線グループ（AWG）、IEC(国際電気標準会議)などの国際標準化機関

へ積極的に参画し、国際制度化・国際標準化の活動に取り組む。 

 

7. その他の重要事項 

(1) 根拠法令等 

本件は、内閣府設置法（平成11 年法律第89 号）第4 条第3 項第7 号の 3、科学技術イノベーション創造推

進費に関する基本方針（平成 31 年 2 月 27 日改正、総合科学技術・イノベーション会議）、戦略的イノベーショ

ン創造プログラム（SIP）第 2 期（平成 29 年度補正予算措置分）の実施方針（平成 30 年 3 月 29 日、総合科学

技術・イノベーション会議）、戦略的イノベーション創造プログラム運用指針（平成 31 年 3 月 28 日改正、総合

科学技術・イノベーション会議ガバニングボード）に基づき実施する。 

 

(2) 弾力的な計画変更 

本計画は、成果を最速かつ最大化させる観点から、臨機応変に見直すこととする。  
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(3) PD 及び担当の履歴  

 

柏木 孝夫（かしわぎ たかお） （2018 年 4 月～） 

・ 東京工業大学  特命教授 ・名誉教授 

・ 科学技術創成研究院  ゼロカーボンエネルギー研究所  顧問 

 

 

 

 

 

 

②担当参事官（企画官） 

 

 

 

 

③担当 

 

 

 

 

 

  

太田 志津子 
（2018 年 4 月 

～2019 年 7 月） 

梅北 栄一 
（2018 年 4 月 

～2019 年 7 月） 

松原 珠 
（2018 年 4 月～12 月） 

菊地 洋貴 
（2018 年 4 月～5 月） 

小島 晋之介 
（2018 年 6 月 

～2019 年 5 月） 

山﨑 英樹 
（2019 年 1 月 

～2020 年 9 月） 

髙澤 哲也 
（2019 年 7 月 

～2021 年 8 月） 

岩井 悠 
（2019 年 10 月 
～2021 年 9 月） 

伊藤 誠 
（2020 年 4 月～ 
2022 年 3 月） 

佐々木 要徳 
（2021 年 10 月～） 

辻原 浩 
（2021 年 9 月～） 

本田 宏武 
（2022 年 4 月～） 
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添付資料  資金計画及び積算 (千円) 

 

2018 年度 合計 2,500,000 

（内訳） 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）  2,305,000 

（研究開発項目毎内訳） 

（Ａ）エネルギーマネジメント      49,000 

（Ｂ）ワイヤレス電力送電（WPT）システム  1,333,000 

（Ｃ）革新的炭素資源高度利用技術    528,000 

（Ｄ）ユニバーサルスマートパワーモジュール（USPM）  395,000 

 

2.事業推進費（人件費、評価費、会議費等）        195,000 

計       2,500,000 

 

2019 年度 合計 1,370,000 

（内訳） 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）  1,310,000 

（研究開発項目毎内訳） 

（A）IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン    40,000 

（B）IoE 共通基盤技術     817,000 

（C）IoE 応用・実用化研究開発    453,000 

 

2.事業推進費（人件費、評価費、会議費等）         60,000 

計      1,370,000 

 

2020 年度 合計 1,233,000 

(内訳) 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）  1,138,000 

（研究開発項目毎内訳） 

（A）IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン    80,000 

（B）IoE 共通基盤技術     748,000 

（C）IoE 応用・実用化研究開発    310,000 

 

2.事業推進費（人件費、評価費、会議費等）         95,000 

計      1,233,000 
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2021 年度 合計 1,171,000 

(内訳) 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）  1,113,000 

（研究開発項目毎内訳） 

（A）IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン   106,000 

（B）IoE 共通基盤技術     698,000 

（C）IoE 応用・実用化研究開発    251,000 

PD 留保分       58,000 

 

2.事業推進費（人件費、評価費、会議費等）         58,000 

計      1,171,000 

 

2022 年度 合計 1,077,000 

(内訳) 

1.研究費等（一般管理費・間接経費を含む）  1,007,000 

（研究開発項目毎内訳） 

（A）IoE 社会のエネルギーシステムのデザイン    80,000 

（B）IoE 共通基盤技術     689,000 

（C）IoE 応用・実用化研究開発    238,000 

 

2.事業推進費（人件費、評価費、会議費等）         70,000 

計      1,077,000 

 

 


